
事 務 連 絡 

令和３年 12 月 13 日 

 

各都道府県・指定都市教育委員会学校保健担当課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 国 公 私 立 高 等 専 門 学 校 事 務 局 

独 立 行 政 法 人 国 立 高 等 専 門 学 校 機 構 事 務 局 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 担 当 課 

附属学校を置く各国公立大学法人附属学校事務主管課 

構造改革特別区域法第 1 2 条第１項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主管課 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

御中 

 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課 

 

 

児童生徒等の月経随伴症状等の早期発見及び保健指導等の実施について 

 

 

思春期の女子の月経異常等を早期に発見し、適切な相談や治療につなげることは、児童生徒等

の健やかな成長の観点から重要です。 

月経等を含めた児童生徒等が持つ性に関する悩みに対しては、これまでも「児童生徒等の健康

診断マニュアル 平成27年度改訂」（公益財団法人日本学校保健会。以下「健康診断マニュアル」

という。）等に基づき、健康診断における問診や相談内容等を踏まえ、学校保健関係者が児童生

徒等の個々の発達や関心のレベルに合わせて指導するなど、産婦人科医への相談を含め御対応

いただいているところです。 

今般、政府の「女性活躍・男女共同参画の重点方針2021」において、女性の生理と妊娠等に関

する健康について、生理に伴う様々な困難を相談しやすい環境整備の推進に関する項目が盛り

込まれ、必要に応じ、より迅速かつ適切に産婦人科等の受診につなぐことの重要性が示されまし

た。（別添１参照） 

このため、婦人科的診療は健康診断の必須検査項目ではありませんが、児童生徒等が自身の不

調を訴えることに心理的な負担を感じたり、心身の成長や健康に関して十分理解していなかっ

たりすることにより、適切な助言や指導が受けられないことも考えられますので、毎年度定期の

健康診断を実施する際の保健調査票等に女子の月経随伴症状を含む月経に伴う諸症状について

記入する欄を設け、保護者にもその記入について注意を促すなどにより、所見を有する児童生徒

等を的確に把握し、健康相談や保健指導を実施したり、必要に応じて産婦人科医への相談や治療

につなげたりするなど、適切に対応いただくようお願いします。その際、健康診断マニュアルに

おいて、健康診断時に注意すべき疾病及び異常として、産婦人科関連の内容が記載されています

ので、引き続き御活用ください。（別添２参照） 



また、学校における指導の際には、「『健やか親子２１（第２次）』の中間評価等に関する検

討会報告書を踏まえた取組について」（令和元年11月29日付け文部科学省初等中等教育局健康教

育・食育課事務連絡）において示している産婦人科医や助産師等の外部人材を活用することなど

により、効果的な指導に取り組むようお願いします。（別添３参照） 

 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（高等課程を置く専修学校を含み大学

を除く。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課にお

かれては所轄の学校法人等を通じてその設置する学校に対して、独立行政法人国立高等専門学

校機構事務局におかれては所管の学校に対して、文部科学大臣所轄学校法人におかれてはその

設置する学校に対して、国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対して、構造改革

特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置

会社担当課におかれては所轄の学校設置会社及び学校に対して、都道府県・指定都市・中核市認

定こども園主管課におかれては所管の認定こども園及び域内の市区町村認定こども園主管課に

対して、厚生労働省におかれては所管の高等課程を置く専修学校に対して周知されるようお願

いします。 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 

文部科学省初等中等教育局 

健康教育・食育課 保健指導係 

ＴＥＬ：03-5253-4111（内線 2918） 

 

 

  



（別添１） 

 

女性活躍・男女共同参画の重点方針 2021（抜粋） 

（令和３年６月１６日） 

 

 

 

Ⅲ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現 

 

（２）女性の生理と妊娠等に関する健康 

 

○生理に伴う様々な困難を相談しやすい環境整備の推進 

小・中・高等学校等において、月経関連の症状を始めとする生理に関する様々な症

状の児童生徒に対し、必要に応じて産婦人科等の受診につなぐ。また、「女性の健康

推進室ヘルスケアラボ」等の情報提供について、児童生徒を始め誰もが分かりやすい

情報を充実させる。これらにより、児童生徒を始め誰もが生理などの体の悩みを気兼

ねなく産婦人科等に相談できる環境の整備に努める。【文部科学省、厚生労働省】 

生理休暇を必要とする女性労働者が当該休暇を取得しやすい環境の整備のため、職

場における生理に関する理解を深めることができるよう、生理休暇制度等について工

夫して周知広報を行う。【厚生労働省】 
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（平成27年度　公益財団法人日本学校保健会発行、文部科学省監修）
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事 務 連 絡 

令和元年１１月２９日 

 

 

各都道府県・指定都市教育委員会学校保健主管課  

 

 

 

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課  

 

 

 

「健やか親子２１（第２次）」の中間評価等に関する検討会報告書 

を踏まえた取組について 

 

 

 標記について、令和元年１１月２１日付け子母初 1121 第４号で、厚生労働省子ども

家庭局母子保健課長から、別紙のとおり、依頼がありました。 

 ついては、本通知の趣旨を御理解いただくとともに、関係部署等に対して周知される

ようお願いします。 

 

 

 

 

（本件担当） 

文部科学省初等中等教育局 

健康教育・食育課保健指導係 

TEL：03-5253-4111(2918) 

御中 
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（別添３）




 

 
 

子 母 発 1 1 2 1 第 ４ 号 

令 和 元 年 11 月 21 日 

   

文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課長 殿 

                      

            厚生労働省子ども家庭局母子保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「健やか親子２１（第２次）」の中間評価等に関する検討会報告書の送付 

及びこれを踏まえた取組の推進について（協力要請） 

 

 

「健やか親子２１（第２次）」は、20 世紀の母子保健の取組の成果を踏まえ、関係者、

関係機関・団体が一体となって母子保健に関する取組を推進する国民運動計画です。本年

は、2015 年度から 2024 年度までの 10 年計画の中間年にあたるため、「健やか親子２１（第

２次）」のこれまでの実施状況等中間評価を行い、別添の通り、「健やか親子２１（第２次）

の中間評価等に関する検討会報告書」（以下「報告書」という。）をとりまとめました。 

 

報告書においては、学童期・思春期から成人期に向けた保健対策において、特に十代の

メンタルヘルスケア、十代の性に関する課題、食生活等生活習慣に関する課題について、

更なる取組の充実が必要と指摘されているところです。 

 

とりわけ、十代の性に関する課題については、正しい知識を身に付けることの重要性が

強く指摘されており、産婦人科医や小児科医、助産師等の専門家を講師として活用するな

ど、効果的な性教育に取り組むことが求められています。 

このことを踏まえ、厚生労働省から各都道府県衛生主管部局には、このような報告書を

踏まえた取り組みを進めるよう依頼するとともに、日本医師会や日本産婦人科医会、日本

小児科医会、日本助産師会に対して、学校での性に関する教育における外部講師の活用に

ついて、各都道府県における積極的な協力を依頼しています。 

 

貴省におかれましては、本通知及び報告書の内容について御了知いただきますとともに、

都道府県教育委員会等への周知をお願いいたします。 

 

 



 
（別紙） 

  

「『健やか親子２１（第２次）』の中間評価等に関する検討会」 

報告書のポイント 

 

 

1. 「健やか親子２１（第２次）」策定時に目標として設定した 52 指標のうち、34 指

標が改善するなど一定の成果が出ており、「マタニティマークを知っている国民の

割合」など既に最終評価目標に到達した指標もみられる。 

 

2. 一方で、妊産婦の自殺数が産科的合併症による母体死亡数を上回っていることなど

妊産婦のメンタルヘルスケアも大きな課題である。引き続き、子育て世代包括支援

センター等を中心とした多機関連携による支援の充実を図る必要がある。 

 

3. 「十代の自殺死亡率」「児童虐待による死亡数」などは改善しているとはいえず、

引き続いての対策が求められる。 

 

4. 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策においては、十代の性に関する課題に

ついて正しい知識を身に付けることの重要性が強く指摘されており、産婦人科医や

助産師等の専門家を講師として活用するなど、効果的な性教育に取り組むことが求

められている。 

 

5. 父親の育児への取組が大きく変化している一方で、育児に伴う父親の産後うつなど

についての実態の把握が十分とはいえない状況を踏まえ、父親の育児支援や心身の

健康に関する現状の把握を進める必要がある。 

 

6. 地域間での健康格差を解消するためには、母子保健サービスを担う各市町村が取組

の質の向上を図ることに加え、都道府県においては地域間の母子保健サービスの格

差の是正に向けた、より広域的、専門的な視点での市町村支援が求められる。 

 

 

 


